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○東松島市国民健康保険一部負担金減免等取扱要綱

平成２０年１０月１日

訓令甲第４７号

東松島市国民健康保険一部負担金の支払免除取扱要綱（平成１７年東松島市訓令甲第２０４号）の全部を

改正する。

（趣旨）

第１条 この訓令は、国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号。以下「法」という。）第４４条第１項

の規定により、市が行う国民健康保険一部負担金（以下「一部負担金」という。）の減額、免除及び徴収

猶予（以下「減免等」という。）について、必要な事項を定めるものとする。

（用語）

第２条 この訓令において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

（1） 実収月額 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）の規定による保護の要否判定に用いられる収

入認定額をいう。

（2） 基準生活費 生活保護法による保護の基準（昭和３８年厚生省告示第１５８号）に規定する生活扶

助基準、教育扶助基準及び住宅扶助基準を用いて算出した額（一時扶助に係るものを除く。）をいう。

（世帯）

第３条 同一の住居に居住して生計を一にしている者は、原則として同一の世帯員として認定する。ただし、

住居を一にしていない場合であっても、同一世帯として認定することが適当であるときは、同様に認定す

る。

（対象世帯）

第４条 一部負担金の減免等は、国民健康保険の被保険者であって、次の各号のいずれかに該当したことに

より、その生活が著しく困窮し、当該被保険者の属する世帯の所有する資産等の活用を図ったにもかかわ

らず、一部負担金の支払が困難と認められる世帯（以下「対象世帯」という。）を対象とする。

（1） 地震、風水害、火災、その他これらに類する災害（以下「災害」という。）により死亡し、若しく

は心身に障害を受けたとき又は資産に重大な損害を受けたとき。

（2） 干ばつ、冷害、凍霜害等による農作物の不作、不漁その他これらに類する理由により収入が著しく

減少したとき。

（3） 事業若しくは業務の休廃止又は失業により、対象世帯の実収月額が前年の平均実収月額と比較して

５０パーセント以下に減少したとき。

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当しているときは、減免等の対象としない。

（1） 対象となる事実が発生した月から６月を経過しているとき。

（2） 国民健康保険税を滞納しているとき。

（減額）

第５条 一部負担金の減額は、対象世帯であって、実収月額が基準生活費を超え、かつ、基準生活費の１２

０パーセント以下の場合に行うことができる。

２ 前項の規定による一部負担金の減額割合は、次のとおりとする。

（1） 実収月額が基準生活費を超え、かつ、基準生活費の１１０パーセント以下の場合 １０分の８

（2） 実収月額が基準生活費の１１０パーセントを超え、かつ、基準生活費の１２０パーセント以下の場

合 １０分の６

（免除）

第６条 一部負担金の免除は、対象世帯であって、次の各号のいずれかに該当するときに行うことができる。

（1） 対象世帯の実収月額が基準生活費以下のとき。

（2） 災害により、居住する家屋が半壊又は半焼以上の損害を受けたとき。ただし、国民健康保険法施行

令（昭和３３年政令第３６２号）第２９条の３第１項２号に該当する対象世帯は除く。

（徴収猶予）

第７条 一部負担金の徴収猶予は、前２条の規定に該当する対象世帯であって、次の各号のいずれかに該当

するときに行うことができる。

（1） 徴収猶予すべき期間内に収入が生ずることが確実であるが、現在一部負担金の支払が困難であると

き。

（2） 傷病が治癒又は軽快に至れば資力が回復し、一部負担金を納入できるとき。

２ 徴収猶予となった対象世帯の世帯主は、定められた期日までに納付する旨の誓約書を市長に提出しなけ

ればならない。

３ 徴収猶予された一部負担金は、猶予期間満了日を期日とし、世帯主は納入通知書により全額を納入する

ものとする。この場合において、一部負担金が期日までに納入されない場合には、東松島市税外諸収入金

の督促並びに督促手数料及び延滞金徴収条例（平成１７年東松島市条例第５３号）に基づき処理するもの

とする。
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（期間）

第８条 一部負担金の減額又は免除の期間は、申請月を含めて１年につき３月以内の期間とする。この場合

において、開始日が月の中途であっても当該月を１月とする。

２ 前項の規定にかかわらず、当該期間を超えて引続き減額又は免除を行う必要があると市長が認める場合

は、世帯主の申請に基づき３月以内を限度として延長することができる。

３ 一部負担金の徴収猶予の期間は、申請した日の属する月を含めて３月以内の一部負担金について、６月

以内の期間を限って行うものとする。

（申請）

第９条 減免等を受けようとする対象世帯の世帯主は、市長に対し、東松島市国民健康保険一部負担金（減

額・免除・徴収猶予）申請書（様式第１号）に減免等を必要とする理由を説明するための資料等を添えて

提出しなければならない。申請内容に変更が生じた場合も、同様とする。

２ 既に支払われた一部負担金については、減免等の対象としない。

（他制度の優先等）

第１０条 他の制度の適用を受けることにより、一部負担金の減免等の措置を受けなくても済むときは、ま

ずその適用を図るよう指導するものとする。

（審査）

第１１条 市長は、第９条の申請書を受理したときは、その内容を審査し、必要に応じて法第１１３条及び

法第１１３条の２の規定に基づき文書の提出、資料の提供若しくは提示を命じ、又は質問を行うことがで

きる。

２ 市長は、世帯主の協力が得られず、前項の審査が困難であると判断されるときは、減免等を承認しない。

（決定等）

第１２条 市長は、前条の規定による審査をし、その適否を決定したときは、東松島市国民健康保険一部負

担金（減額・免除・徴収猶予）（決定・取消）通知書（様式第２号）により通知しなければならない。

２ 市長は、前項の規定により、減免等の承認の決定をしたときは、速やかに当該申請者に対し、東松島市

国民健康保険一部負担金（減額・免除・徴収猶予）証明書（様式第３号）を交付しなければならない。

（証明書の提出）

第１３条 保険医療機関又は保険薬局（以下「保険医療機関等」という。）において、一部負担金の減免等

の承認の決定のあった療養の給付を受けようとするときは、当該療養の給付を受ける者又はその世帯主は、

個人番号カード又は資格確認書に前条第２項の証明書を添付して、当該保険医療機関等に提出しなければ

ならない。

（減免等の取消し又は変更等）

第１４条 市長は、一部負担金の減免等を受けた世帯主が、次の各号のいずれかに該当するときは、取消し

又は変更をするものとする。

（1） 虚偽の申請その他不正な行為により一部負担金の減免等を受けたとき。

（2） 資力の回復その他事情が変化したことにより、減免等を行うことが不適当であると認められるとき

又は変更する必要があると認められるとき。

（3） 一部負担金の納入を不当に免れようとする行為があったと認められるとき。

２ 市長は、前項の規定により減免等を取り消し、又は変更したときは、当該世帯主及び当該保険医療機関

等に通知するものとする。

（返還等）

第１５条 市長は、前条第１項第１号又は第３号に該当したことにより減免等を取り消した場合は、法第６

５条第１項の規定に基づき、世帯主からその支払を免れた額を徴収し、又は徴収猶予をした額を一括して

徴収することができる。

２ 市長は、前条第１項第２号に該当したことにより減免等を取り消した場合は、世帯主からその支払を免

れた額を徴収し、又は徴収猶予をした額を一括して徴収することができる。

３ 前条第１項の規定により減免等の取消し又は変更を受けた世帯主は、既に発行された証明書を速やかに

市長に返還しなければならない。

（その他）

第１６条 この訓令に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。

附 則

この訓令は、公示の日から施行する。

附 則（平成２７年１２月２５日訓令甲第１０３号）抄

（施行期日）

第１条 この訓令は、平成２８年１月１日から施行する。

（東松島市国民健康保険一部負担金減免等取扱要綱の一部改正に伴う経過措置）



3/7

第２３条 この訓令の施行の際、第２６条の規定による改正前の東松島市国民健康保険一部負担金減免等取

扱要綱の様式による用紙で、現に残存するものは、当分の間、所要の修正を加え、なお使用することがで

きる。

附 則（平成２８年３月２８日訓令甲第２０号）

この訓令は、平成２８年４月１日から施行する。

附 則（令和４年１１月１日訓令甲第８０号）

（施行期日）

１ この訓令は、公示の日から施行する。

（経過措置）

２ この訓令の施行の際、この訓令による改正前の様式による用紙で、現に残存するものは、当分の間、所

要の修正を加え、なお使用することができる。

附 則（令和６年１１月２９日訓令甲第５９号）

（施行期日）

１ この訓令は、令和６年１２月２日から施行する。

（経過措置）

２ この訓令の施行の際、この訓令による改正前の様式による用紙で、現に残存するものは、当分の間、所

要の修正を加え、なお使用することができる。
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様式第１号（第９条関係）

様式第２号（第１２条、第１４条関係）

様式第３号（第１２条関係）


